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案件 

公共交通（路線バス）の現状と今後について 

土木政策課 

交通対策課 

 

１．政策等の背景・目的及び効果 

令和８年（2026 年）１月９日に第１回目となる枚方市都市交通会議を開催し、京阪バス株式会

社から厳しい事業環境に置かれている現状の説明がありました。 

その中で、京阪バス株式会社から今後本市における路線廃止の可能性が示されましたので、そ

れらの内容と今後の予定についてご報告するものです。 

 

２．内容及び実施方法等 

（1）枚方市都市交通会議について（抜粋）            【資料１】 

（2）枚方市都市交通会議における京阪バス株式会社からの説明資料 【資料２】 
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３．実施時期等（今後のスケジュール） 

令和８年 

（2026 年） 

２月 建設環境委員協議会へ報告 

 第２回枚方市都市交通会議（書面開催） 

 地域分科会の開催（路線廃止への対応について） 

６月 建設環境委員協議会へ報告（路線廃止への対応について） 

 ※枚方市都市交通会議及び地域分科会を適宜開催 

 ※状況に応じて、適宜議会等に報告いたします 

  

４．総合計画等における根拠・位置付け 

総合計画 

・基本目標    安全で、利便性の高いまち 

施策目標４ 安全で快適な交通環境が整うまち 

 施策目標５ 快適で暮らしやすい環境を備えたまち 
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５．関係法令・条例等 

都市・地域総合交通戦略要綱（平成 21 年） 

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19 年法律第 59 号） 

道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号） 

 

６．事業費・財源   

《報償費》625千円（一般財源） 



設
置
根
拠
・
構
成

①地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 ②道路運送法 ③都市・地域総合交通戦略要綱

委
員
構
成

分野 所属 本会 地域分科会 福祉分科会

学識経験者（敬称略）
一般社団法人 グローカル交流推進機構理事長 土井勉 ●（会長） ●

近畿大学 理工学部 社会環境工学科 教授 柳原崇男 ● ● ●

株式会社 計画情報研究所 主任研究員 北川真理 ●

公共交通事業者

西日本旅客鉄道株式会社 ●
京阪電気鉄道株式会社 ●

京阪バス株式会社 ● ●
大阪タクシー協会（日本タクシー株式会社） ● ● ●
大阪福祉タクシー運営連絡協議会 ● ●

運転者組織
京阪バス労働組合 ● ●

大阪交通運輸産業労働組合協議会 ● ● ●

道路管理者
近畿地方整備局 大阪国道事務所 ● ▲

大阪府 枚方土木事務所 ● ▲

枚方市 土木部 ● ▲

交通管理者
枚方警察署 ● ▲

交野警察署 ● ▲

行政機関
（国・大阪府）

近畿地方整備局 建政部 都市整備課 ●

近畿運輸局 大阪運輸支局 総務企画部門 ● ●
近畿運輸局 大阪運輸支局 輸送部門 ● ● ●

大阪府 都市整備部 交通戦略室 交通計画課 ● ●

交通利用者
（市民）

公募市民 ２名 ●

大阪脊髄損傷者協会 ● ●

交通利用者
（市民団体）

老人クラブ連合会 ● ●

NPO法人パーソナルサポートひらかた ● ●

枚方市校区コミュニティ連絡協議会 ● ●
NPO法人ひらかた環境ネットワーク会議 ●

経済団体 北大阪商工会議所 ●

自家用有償運送事業者 現に自家用有償運送を行っている団体 ● ● ●

枚方市

副市長 ●（副会長）

総合政策部、健康福祉部、福祉事務所、都市整備部 主要関係部署

健康福祉部 福祉事務所 障害支援課 事務局 事務局

土木部 土木政策課 事務局 事務局

福祉政策（大阪府） 大阪府 福祉部 地域福祉推進室 オブザーバー

隣接市 寝屋川市・交野市・八幡市・京田辺市 オブザーバー

枚方市都市交通会議について

枚方市都市交通会議（本会）※議決機関 地域分科会※検討機関

福祉分科会※議決機関

・ 交通計画の策定及び進捗管理
・ 情報共有、意見交換、分科会報告
・ 市民生活に必要な交通手段の確保 ・福祉有償運送の協議（道路運送法第78条２号）

① ③

②

・一般乗合旅客自動車運送の検討（道路運送法第4条）
・交通空白地有償運送の検討（道路運送法第78条２号など）

●委員 ▲必要に応じて指名

資料１
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枚方市都市交通会議について
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2026年1月9日（金）

事業環境について

京阪バス株式会社
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資料２



バス運転士の状況について

・弊社の運転士の在籍者数は年々減少している。直近の2025年9月末と2022年度末と比較すると
 ▲90人減（約▲9％減）。
・50歳以上の割合が2024年度末以降は70％を超え、平均年齢52歳に達している。 1
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運転士採用強化について①

■運転士の待遇改善
→初任給の引き上げ
→ベースアップの実施
→長時間勤務の削減

※2024年12月に27年振り［大阪地区］に運賃改定を実施

（消費税改定除く）
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■応募者の門戸を広げるために
→大型２種免許取得費用支援
→遠方者転居費用支援
→教育・育成体制の充実（教習期間の延長など）
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運転士採用強化について②

■会社説明会実績

3

２０２４年度開催数（4～3月）
４４回（月平均３．７回）

２０２５年度開催数（4～10月）
４１回（月平均５．９回）

約1.6倍

※弊社本社（京都市）での開催以外、鉄道沿線施設や各種イベント（合同就職説明会）
 へのブース出展等、積極的に展開
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運転士採用強化について③

■採用状況

4

2024年度採用計画 50名 2024年度採用実績 43名

大型2種免許
所持者 42％

2025年度採用計画 50名 2025年度採用実績 28名

※2025年10月末現在

半数以上が
養成運転士での採用

大型2種免許
所持者 25％

定年退職予定者等の状況を考えると、今後、年間70名程度の採用を続けなければ
現在のバス路線の維持は難しい。

⇒バス運転士確保は年々難しくなっている。
・大型2種免許保持者の減少
・若年層の車離れ
・バス運転士は労働時間も長く、年間所得も低い。
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2025年度取組について① 路線の一部廃止(寝屋川市、交野市域)
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2025年度取組について② 路線の一部廃止(大阪市、守口市域他)
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2025年度取組について③ 大津営業所管内のバス事業終了

2025年11月21日（金）京都新聞朝刊記事
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